


















8 　修正 1 条解釈としての表現の内容に基づいた規制に対する厳格審査の適
　用の普及
9 　厳格審査の限界（ 1 ）：「保護されない言論」のカテゴリー
10　厳格審査の限界（ 2 ）：「言論者としての政府」
結びに代えて
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2 　表現規制に対する「機敏な」司法審査





















は、「より厳密な司法審査【more exacting judicial scrutiny】」、「より厳重
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成したとしてよく知られている、1983年の Perry Education Association 判
決
（135）



























































最高裁の諸判決の分析からは、そのルーツが、Carey 判決や Mosley 判決、
Cox 判決におけるブラック判事の一部同意・一部反対意見にまで遡ることが
できるものであるということは、あきらかである。











等な自由【equal liberty】」という観念によって、修正 1 条の中心部にも位
置しているとされる
（145）
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9 　厳格審査の限界（ 1 ）：「保護されない言論」の
　　カテゴリー
　RAV 判決においても述べられているように、修正 1 条解釈においては、
伝統的に、ある種のカテゴリーに属する内容を持った表現は、「保護されな
















































































































































いる Rust 判決と、Velazquez 判決とを区別するためになされている。すな
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修正されるべきという。See, Adam Winkler, Fatal in Theory and Strict in Fact: 
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